　平成の農政改革と言われる『改正農地法等』が１２月１５日から施行されます。今回の改正は，自給率の向上，遊休農地の縮小という目的から，農地の利用率を高めるための内容が主なものになっています。主な改正点は，次のとおりとなります。

　　　　　
· 農地法の目的規定を地域との調和に配慮した耕作者による効率的利用へと見直し，農地の所有権，賃借権等を有する者はその適正かつ効率的な利用を確保しなければならない旨の責務規定が設けられます。
· 農地の減少を食い止め，農地を確保するため，農地転用許可基準を厳格化し，農業振興地域整備法を厳格化します。また，許可対象を公共転用にまで拡大，違反転用に対する罰則を強化し，農用地区域からの除外を厳格化します。
· 農地を貸しやすく借りやすく，地域との調整のうえ最大限に利用します。農地の権利移動の一般基準として，周辺地域との調整が加えられます。解除条件付で一般企業参入の容認をする一方，適正利用の担保措置を規定します。また，下限面積要件の弾力化，相続など従来は許可を受ける必要のなかった権利取得の届出制度を創設します。
· 農地の面的集積促進のため，農地の所有者からの委任を受け，代理して農地の貸し付け等を基本とする「農地利用集積円滑化事業」を創設します。農用地利用集積計画の策定を円滑にするため，複数の者により共有されている農地について，関係権利者の過半での権利設定を可能にします。
· 遊休農地対策を強化します。遊休農地の所在の明確化と有効利用を徹底します。遊休農地の所有者に対する指導・通知・公告・勧告までの手続きを，農業委員会が一貫して行うことになります。

　
　　　　　
転用期待の抑制　　　　　国内の食料生産の増大を通じ　　　　貸借等による利用の促進
国民に対する食料の安定供給
を確保


　　これ以上の農地の減少を　　農地を貸しやすく借りやすくし，〈農業委員会の適切な事務執行〉
食い止め，農地を確保　　　地域との調整のうえ，　　　　　　農業委員会の事務が的確に実施さ
最大限に確保　　　　　　　　　　れることを確保
　〈農地税制の見直し〉農地の相続税の納税猶予制度の見直し
　　農地を貸すと打ち切りになった納税猶予を，他の人に貸した場合でも適用を受けられるように。
農地法，農業経営基盤強化促進法，農業振興地域の整備に関する法律，農業協同組合法

農地制度の見直し
